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第７章「ケアされるとはどんな経験か」pp.159-185
ケアされること

・ケアする側とされる側の経験や情報の非対称性

→ケアされる側の沈黙　＋　ケアする側のパターナリズム　＋　「介護される経験」の主題化をしてこなかった研究者の怠慢

介護されるという経験

高齢者にとっての深刻な問題：老いる経験に対する自己否定感。他者からの介護を受ける依存的な状態を受け入れにくいという感情。

→70年代、ポックリ寺の参拝者へのインタビュー調査から30年後の現在においても、要介護状態になることへの高齢者の自己否定感はなくなっていない（サクセスフル・エイジング＋日野原重明）。

介護の社会化によって負担や対人関係上の問題が解決されたとしてもなお残るだろう「介護される経験」について、何も知られていない。

・尋ねてこなかったし、
（コミュニケーションが難しいとしても、表現能力を持つ被介護者はいる。）

・語ろうとしなかった。
（被介護者は不満があってもそれを言語化することを抑制する傾向がある）

→欠けているのは、当事者の声に耳を傾けること。
要介護者の誕生

「要介護者」の成立：①高齢者が介護を要する状態にあると第三者が認定し、かつ②その要介護状態のニーズを満たす公的責任があることに社会的な合意がある

→2000年4月1日に施行された介護保険法は上記の条件を満たす。歴史概念であり、法律用語。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑

「家族革命」！：要介護者のニーズを満たす責任を（限定つきではあるが）、私的領域から公的領域へと転移した　→（言い方が正確でない）→　「介護は家族EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(・・),だけ)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(・),の)責任ではない」ということに社会的合意が成り立った　→（それでも正確ではない、なぜなら…家族の介護義務は規定されておらず、例えば高齢者「虐待」に関しても責任の帰属は「擁護者」となる。その場合、養護者とは誰か？必要なニーズを判定するのは誰か？家族の範囲はどこまでか？などの問いがクリアになっていないため）→　歴史上はじめて、介護の公的責任をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(・・・),部分的)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(・),に)認めた。　

障害者運動に学ぶ

日本の要介護者は、まだ十分にニーズの当事者になっているとは言えない

→「本人が「ニーズ」を自覚し、それを他者に対して要求する権利があると考えるときに初めて、「要介護者」は「ニーズの帰属先」、「権利の主体」として「当事者EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(・),に)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(・・),なる)」」ため。

（代替選択肢のあるところでの利用の抑制と、それがないところでのサービスの不在とは、客観的には似たような状況であっても、「潜在能力」においては同じではない）

高齢者運動はあるか

→まだない。現在の日本では、権利主体としての高齢当事者の集団的主体化が成立してない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

経験において互いに共約可能性を持たない個人が、「当事者」として主体化するためには、与えられたカテゴリーをいったんは引き受けなければならない。…必ず集団的な主体化を前提とする。
・利用者主体を謳う介護保険そのものが、家族介護の負担軽減を製作意図としてつくられた。

→利用者本位をいうとき、「家族利用者」との用語も使われ、実際介護保険の「真の利用者」とは誰かという疑問も立つ。

・2006年の障害者自立支援法においては、制度設計時に応益負担を盛り込まれ、介護保険の側に障害者支援が準拠されようとしたが、その都度の障害者の当事者団体の抵抗と要求によって、当事者ニーズに沿うものとなりつつある。

→今後、老障統合が政策課題になったとしても、障害者のサービス水準に高齢者のサービス水準に一致する場合であり、その逆ではないことについて障害者の当事者団体ははっきり認識を共有しているが、介護保険については同じく権利要求をする当事者団体が存在しない。障害者運動に学ぶところが多い。

障害者運動の歴史

・高齢者福祉と障害者福祉の制度の二本立てが、介護保険の利用者に二重基準を生んでいる。

→たとえば、高齢で生活的自立に困難がともなう場合、介護保険の要介護認定を受けて利用者になるより、障害手帳を申請して支援費制度の適用対象となるほうが制度の使い勝手もよく、サービス水準も高い…。これが放置されているのは、もっぱら高齢者の側に当事者としての権利主張を行う運動体を欠いているため。

利用者満足とは何か

・介護保険によるケアサービスの準市場化は、「利用者満足」調査の必要と可能性を生んだが、介護についての「利用者満足度調査」を行うことは、（１）利用経験が浅く、（２）十分な選択肢が供給されていないので、（３）他との比較が成立せず、（４）不満を言いにくいため、難しい。

→ゆえに、ほとんどの利用者満足度調査はやっても無駄が多い。さらに、実際は家族を対象とした調査が多く、家族ニーズが利用者ニーズに刷り代わっていることもある。

高齢者と障害者の比較

要介護者本人を対象にした研究その１：『高齢者・障害者のサービス利用の実態・意識調査』〔2004高齢協〕
（１）介護保険、支援費制度施行後の経験にもとづいて、（２）要介護/介助の当事者を対象に、（３）協セクターの事業の質を問い、（４）高齢者、障害者のサービス利用についての実態と意識の比較を行う点で画期的。

・「サービス利用における抵抗感」の（「権利意識」を問う）項目から、障害者に比べて高齢者が、「権利主体」としての「当事者」になっていない。

・高齢者が家族介護を望む一方で、在宅サービスの利用を決定しているのが家族の側であるという事情がある。

・「社会参加の希望と経験」を聞いた項目から、高齢者の「ニーズ」の水準そのものが低く抑制されていることが推測される。

・「介護者の評価」の項目は高齢者障害者ともに高いが、高齢者のほうが介護者に対して依存的であり、障害者のほうが介護者に対しても自己決定の尊重を求めている。

報告書のまとめ：高齢者は「自己決定」「権利性」「社会参加」の視点が弱く、今後のエンパワメントシステムを考える上で高齢者の意識と制度の両面に課題がある。→高齢者の「当事者意識」の必要についての議論を裏付け

当事者と家族の比較

要介護者本人を対象にした研究その２：『高齢者と家族が介護職員に期待するもの』〔2006高齢社会をよくする女性の会〕
「サービス提供者側の発言力に比べ、利用者が発言する機会が乏しく、意見反映のシステム化がなされていない」という問題意識に基づいて行われた調査

　　・「介護職員に必要とされる人柄や態度」の項目で、要介護者は相互関係にかかわる要因を重視し、家族はよりプロとしての側面を期待。

・資格要件について、要介護者は「人柄・態度」を重視し、家族は「実務経験のある中高年有資格者」を求めている。→「人格・態度」は客観的に判定される介護職の属性ではないことに留意。ケアにおける関係の相互性は、関係の個別性や固定性と同じではない。

・「外国人の介護職員」の是非についての、要介護者と家族の回答の落差は、家族が当事者ニーズを代弁するわけではないことの証。

調査結果からの提言：のうちの、（５）介護者研修への「ニーズの当事者」参加の確保、に賛同。介護保険法において住民参加のしくみは含まれているが、自立生活センターなどが規定しているように、代表および理事の半数以上を障害「当事者」とするような取り組みをしていかなければ、当事者の利益は守られないのではないか。

利用者によるサービス評価

要介護者本人を対象にした研究その３：『地域福祉の構築　福祉ワーカーズコレクティブ研究会2000年利用者調査報告集』〔200１、東京大学文学部社会学研究室・グリーンコープ福祉連帯基金〕
要介護者と家族に対して質問表を配布し、そのうち本人、家族、ケアマネ、ワーカーに対してインタビュー調査を行うという量的調査と質的調査を組み合わせたもの。

・家族のニーズ（外注に抵抗はないが、家に入られるのは煩わしい）に注目すれば、親を看る気がないわけではないが、過重な負担は避けたいというホンネが見える。

・サービスへの評価の項目で、利用者本人の満足度は「高い」。これは他事業所を利用した　経験がないか、比較ののちグリーンコープを選んでいる人が大半という対象の偏りが背景にあった。また費用対効果の評価の高さは、介護保険法施行直後の要求の高まりに応じて、グリーンコープのヘルパーたちがいかに「フレキシブルな介護」に応じていたかを裏付けた。

報告書の結論：（要介護者は、？）利用しているサービスの内容についてはおおむね満足しているが、一方で、利用したいサービスというニーズは満たされていないため、介護保険制度自体には満足していない。したがって、顕在化しないニーズをいかに介護サービスとして結実させるかが課題。

→「いま、ここにないもの」を「満たされる権利のある要求」として自覚できることそれ自体が、「当事者になる」という経験であり、高齢者にはその経験がまだ不足している。

認知症高齢者の経験

医療者や介護者の経験を対象とした研究は蓄積されているが（出口、天田など）、受け手側の研究はまだない。

→認知症や精神障害など、当事者能力すら認められていなかった人々が語り始めているのだから、耳を傾ける必要がある

被介護者経験のエキスパート

「介護する/される」経験：「あとからきたlate comer」高齢者も、金満里、熊谷晋一郎らの試行錯誤から学ぶことができる（身体と自己の対話）

ケアされる側の作法と技法

当事者主権の思想：「なにをしてほしいかは、わたしに聞いてください」小山内美智子

（１）ケアする人と受ける人が対等でなければならない

→　非対称な債権/債務関係を対等にもどすため、ケアの消費者と購買者を一致させるダイレ　クトペイメント方式を推奨。当事者能力への信頼ともなる。

（２）介助者を自分で選べるようにすること

→　ヘルパーのサービスが非人格的に標準化されることが両者のリスク分散となる。一方でケアは人格的な相互行為であるから、指名料などの制度も導入すればよい。

（３）「働くことへのケア」に対するニーズ

→　「自立」の概念が日常生活動作の自立と狭く、保険を使わないことをもってよしとするものとなっている。「働く」ことは自己表現や自己実現のひとつ＝「当事者主権」における「自律」概念。
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